
建築基準法施行規則 

 

（完了検査申請書の様式） 

第四条 法第七条第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準

用する場合を含む。次項において同じ。）の規定による検査の申請書（次項及び第四条の四にお

いて「完了検査申請書」という。）は、別記第十九号様式に、次に掲げる図書及び書類を添えた

ものとする。 

一 当該建築物の計画に係る確認に要した図書及び書類（確認を受けた建築物の計画の変更に

係る確認を受けた場合にあつては当該確認に要した図書及び書類を含む。第四条の八第一項

第一号並びに第四条の十六第一項及び第二項において同じ。） 

二、三（略） 

四 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第十一条第一項の規定が適用される場合

にあつては、同法第十二条第一項の建築物エネルギー消費性能適合性判定に要した図書及び

書類（同条第二項の規定による判定を受けた場合にあつては当該判定に要した図書及び書類

を含み、次のイからハまでに掲げる場合にあつてはそれぞれイからハまでに定めるものとす

る。） 

イ～ハ（略） 

五～七（略） 

２ 法第七条第一項の規定による申請を当該申請に係る建築物の直前の確認（確認を受けた建築

物の計画の変更に係る確認を受けた場合にあつては当該確認。第四条の八第二項並びに第四条

の十六第一項及び第二項において「直前の確認」という。）を受けた建築主事に対して行う場合

の完了検査申請書にあつては、前項第一号に掲げる図書及び書類の添付を要しない。 

 

（指定確認検査機関に対する完了検査の申請） 

第四条の四の二 第四条の規定は、法第七条の二第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第

一項若しくは第二項において準用する場合を含む。第四条の五の二第一項及び第四条の七第三

項第二号において同じ。）の規定による検査の申請について準用する。この場合において、第四

条第二項中「建築主事」とあるのは「指定確認検査機関」と読み替えるものとする。 

 

（指定確認検査機関が交付する検査済証の様式） 

第四条の六 法第七条の二第五項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項に

おいて準用する場合を含む。次項において同じ。）に規定する検査済証の様式は、別記第二十四

号様式による。 

２ 指定確認検査機関が第四条の四の二において準用する第四条第一項第一号又は第四号に掲げ

る図書及び書類の提出を受けた場合における法第七条の二第五項の検査済証の交付は、当該図

書及び書類を添えて行わなければならない。 

３ 前項に規定する図書及び書類の交付については、電子情報処理組織の使用又は磁気ディスク

等の交付によることができる。 

 

  



デジタル手続法（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律） 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第六条 

６ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請等に係る書面

等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該申請等のうちに第一項

の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分

がある場合として主務省令で定める場合には、主務省令で定めるところにより、当該申請等の

うち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合において、第二項中「行

われた申請等」とあるのは、「行われた申請等（第六項の規定により前項の規定を適用する部分

に限る。以下この項から第五項までにおいて同じ。）」とする。 

 

デジタル手続法主務省令（国土交通省の所管する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律施行規則） 

 

（申請等のうちに電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認

められる部分がある場合） 

第六条 法第六条第六項に規定する主務省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情があると当該申請等が行われる

べき行政機関等が認める場合 

二 申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがあると当該申請等が行わ

れるべき行政機関等が認める場合 


